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平
成
28
年
度
は
、
市
町
村
合
併
後
10
年
間

の
合
併
特
例
期
間
が
終
了
し
、
合
併
の
第
2

段
階
と
し
て
次
の
一
歩
を
踏
み
出
す
重
要
な

年
で
し
た
。
必
要
な
社
会
基
盤
の
整
備
や
地

域
の
強
み
を
生
か
し
た
産
業
の
育
成
、
少
子

化
対
策
、
市
民
の
暮
ら
し
に
直
結
す
る
福
祉
、

教
育
の
充
実
等
に
、
合
併
特
例
債
や
国
の
経

済
対
策
な
ど
を
活
用
し
、
一
層
積
極
的
に
取

り
組
み
ま
し
た
。

　

一
方
で
、
合
併
特
例
期
間
の
終
了
に
伴
い
、

今
後
の
財
政
構
造
の
変
化
を
見
据
え
、
将
来

に
わ
た
っ
て
安
定
し
た
財
政
基
盤
の
確
立
を

図
る
た
め
、
事
務
事
業
の
見
直
し
や
定
員
適

正
化
の
着
実
な
推
進
に
取
り
組
み
ま
し
た
。

そ
の
結
果
、
28
年
度
の
決
算
は
一
定
の
剰
余

金
を
計
上
し
、
財
政
の
健
全
性
を
維
持
す
る

こ
と
が
で
き
ま
し
た
。

　

こ
こ
で
は
、
決
算
の
全
体
的
な
状
況
を
お

知
ら
せ
し
ま
す
。
他
自
治
体
と
比
較
す
る
た

め
、
全
国
的
に
統
一
さ
れ
た
計
算
方
法
に
よ

る
普
通
会
計
の
数
値
で
紹
介
し
ま
す
。

　

ま
ず
、
28
年
度
の
決
算
額
は
、
歳
入
が
７

２
２
億
６
、
０
４
３
万
3
千
円
、
歳
出
が
６

８
０
億
５
、
５
３
２
万
3
千
円
で
し
た
。
対

前
年
度
で
、
歳
入
決
算
額
が
17
億
２
、
７
０

６
万
円
の
増
、
歳
出
決
算
額
が
22
億
２
、
３

９
１
万
2
千
円
の
増
と
な
り
、
い
ず
れ
も
合

併
以
降
最
大
の
決
算
規
模
と
な
り
ま
し
た
。

　

歳
入
は
、
繰
入
金
の
減
少
や
合
併
特
例
期

間
終
了
後
の
普
通
交
付
税
の
段
階
的
縮
減
の

影
響
等
で
地
方
交
付
税
が
減
少
し
た
一
方
、

大
規
模
投
資
事
業
に
よ
る
市
債
の
増
や
、
臨

時
福
祉
給
付
金
給
付
事
業
補
助
金
等
の
国
庫

支
出
金
の
増
、
市
税
収
入
の
増
な
ど
で
、
全

普通会計決算収支の状況　表①

歳入決算額
①

歳出決算額
②

形式収支
③＝①－②

翌年度へ
繰越すべき財源

④
実質収支
⑤＝③－④

単年度収支
⑥＝⑤－⑤’※

財政調整基金
積立金
⑦

繰上償還金
⑧

財政調整基金
取崩し額
⑨

実質単年度収支
⑩＝

⑥＋⑦＋⑧－⑨

平成28年度 722億6,043万3千円 680億5,532万3千円 42億  511万 円 1億5,615万5千円 40億4,895万5千円 ▲5億6,481万9千円 1,927万2千円 9億 445万8千円 － 3億5,891万1千円

平成27年度 705億3,337万3千円 658億3,141万1千円 47億  196万2千円 8,818万8千円 46億1,377万4千円 7億  722万3千円 2,452万3千円 9億4,110万3千円 － 16億7,284万9千円

増減 17億2,706万 円 22億2,391万2千円 ▲4億9,685万2千円 6,796万7千円 ▲5億6,481万9千円 ▲12億7,204万2千円 ▲525万1千円 ▲3,664万5千円 － ▲13億1,393万8千円

※⑤’…前年度の実質収支。

　

平
成
28
年
度
は
、
本
市
の
成
長
戦
略
で
あ
る
「
鶴
岡
ル
ネ
サ
ン
ス
宣
言
」
を
基
本
理
念
に
、

食
文
化
や
バ
イ
オ
関
連
な
ど
の
戦
略
的
取
り
組
み
を
積
極
的
に
展
開
す
る
と
と
も
に
、「
鶴

岡
市
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
総
合
戦
略
」
に
基
づ
い
て
、
本
市
の
最
重
要
課
題
で
あ
る

人
口
減
少
対
策
に
つ
い
て
も
危
機
感
を
持
っ
て
取
り
組
ん
で
き
ま
し
た
。
そ
の
一
方
で
、
将

来
の
市
政
運
営
を
見
据
え
て
財
政
構
造
の
健
全
化
に
も
取
り
組
ん
だ
結
果
、
普
通
会
計
の
実

質
収
支
は
40
億
４
、
８
９
５
万
5
千
円
の
黒
字
と
な
り
ま
し
た
。

平
成
28
年
度
決
算
を
報
告
し
ま
す

市税
146億5,622万9千円
（20.3％）

使用料及び手数料、
分担金及び負担金
21億8,962万8千円
（3.0％）

諸収入ほか
91億6,952万7千円
（12.7％）

地方譲与税、各種交付金
30億 263万5千円（4.2％）

市債
71億3,060万円
（9.9％）

国・県支出金
131億9,597万6千円
（18.2％）

地方交付税
229億1,583万8千円
（31.7％）

自主財源
36.0％

依存財源
64.0％

普通会計歳入額　722億6,043万3千円
グラフ①
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体
と
し
て
増
額
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

歳
出
は
、
定
員
適
正
化
計
画
に
基
づ
く
組

織
機
構
簡
素
合
理
化
の
推
進
に
よ
る
人
件
費

の
減
少
や
、
近
年
実
施
し
て
い
る
市
債
の
繰

上
償
還
の
効
果
な
ど
に
よ
っ
て
公
債
費
が
減

少
す
る
一
方
、
普
通
建
設
事
業
費
の
増
加
や
、

ふ
る
さ
と
寄
附
金
へ
の
返
礼
品
の
増
な
ど
に

よ
る
補
助
費
等
の
増
加
で
、
全
体
と
し
て
増

額
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

こ
れ
ら
歳
入
と
歳
出
の
単
純
な
差
引
き

（
形
式
収
支
）
は
、
42
億
５
１
１
万
円
の
黒

字
と
な
り
ま
し
た
。
こ
の
う
ち
、
29
年
度
へ

繰
り
越
し
た
事
業
に
充
て
る
た
め
の
財
源

（
翌
年
度
へ
繰
り
越
す
べ
き
財
源
）
は
1
億

５
、
６
１
５
万
5
千
円
で
、
28
年
度
の
実
質

的
な
黒
字
（
実
質
収
支
）
は
40
億
４
、
８
９

５
万
5
千
円
で
す
。

　

な
お
、
27
年
度
の
実
質
収
支
額
が
46
億
１
、

３
７
７
万
4
千
円
で
あ
っ
た
こ
と
か
ら
、
28

年
度
の
実
質
収
支
額
と
27
年
度
の
実
質
収
支

額
の
差
引
き
（
単
年
度
収
支
）
は
、
5
億
６
、

４
８
１
万
9
千
円
の
赤
字
と
な
り
ま
し
た
。

こ
れ
に
、
実
質
的
な
黒
字
要
素
で
あ
る
財
政

調
整
基
金
の
積
立
金
と
繰
上
償
還
金
を
加
え

た
金
額
（
実
質
単
年
度
収
支
）
は
3
億
５
、

８
９
１
万
1
千
円
の
黒
字
と
な
り
、
前
年
度

に
引
き
続
き
財
政
の
健
全
性
が
維
持
さ
れ
た

決
算
と
な
っ
て
い
ま
す
。

（
以
上
、
表
①
参
照
）

平
成
28
年
度
決
算 

３
つ
の
特
徴

　

平
成
28
年
度
の
決
算
の
中
で
特
徴
的
だ
っ

た
３
点
を
紹
介
し
ま
す
。

維持補修費　施設や道路等の修繕費。除雪費も含
　まれる
依存財源　国や県から交付されたお金、借り入れ
　たお金。地方交付税、国・県支出金、市債、交
　付金等⇔「自主財源」
貸付金　中小企業金融に対する貸付金の原資等
義務的経費　人件費、扶助費、公債費といった、
　支出が義務付けられた経費
国・県支出金　特定の目的のために、国や県から
　交付されたお金
繰出金　介護保険の給付費など他会計に対して負
　担するお金
公債費　市の借金返済のためのお金
市債　投資的経費等に充てるために、国や金融機
　関から借りたお金
自主財源　自前の収入。市税、使用料手数料、分
　担金負担金、財産収入、寄附金、繰越金、諸収
　入等⇔「依存財源」
市税　市民税、固定資産税、軽自動車税、市たば
　こ税、入湯税、都市計画税等
使用料及び手数料　市の施設を使ったり、住民票
　の交付を受けたりした方から頂いたお金
人件費　市職員の給料、議員の報酬等
地方交付税　所得税等の国が徴収した税金の中か
　ら、市の財政状況に応じて交付されたお金
地方譲与税　国が徴収した自動車重量税等から配
　分されたお金
積立金　財政調整基金や減債基金のほか、特定目
　的の基金（地域振興基金等）として積み立てる
　お金
投資及び出資金　水道・下水道事業会計への出資
　金
投資的経費　道路や建物の建設など社会資本とし
　て将来に残るものに使われる性質のお金
扶助費　生活保護費や障害者等への援助費等福祉
　のためのお金
普通会計　全国の地方公共団体ごとの財政比較を
　行うため用いられる会計区分。鶴岡市では一般
　会計と休日夜間診療所や墓園事業等の特別会計
　を合わせている
物件費　委託料、使用料、光熱水費、消耗品費、
　臨時職員の賃金、備品購入費等
分担金及び負担金　特定の利益を受けた方から負
　担していただいたお金
補助費等　各種団体や病院・水道・下水道事業へ
　の補助金や負担金等

財政の用語解説（五十音順）

普通会計決算収支の状況　表①

歳入決算額
①

歳出決算額
②

形式収支
③＝①－②

翌年度へ
繰越すべき財源

④
実質収支
⑤＝③－④

単年度収支
⑥＝⑤－⑤’※

財政調整基金
積立金
⑦

繰上償還金
⑧

財政調整基金
取崩し額
⑨

実質単年度収支
⑩＝

⑥＋⑦＋⑧－⑨

平成28年度 722億6,043万3千円 680億5,532万3千円 42億  511万 円 1億5,615万5千円 40億4,895万5千円 ▲5億6,481万9千円 1,927万2千円 9億 445万8千円 － 3億5,891万1千円

平成27年度 705億3,337万3千円 658億3,141万1千円 47億  196万2千円 8,818万8千円 46億1,377万4千円 7億  722万3千円 2,452万3千円 9億4,110万3千円 － 16億7,284万9千円

増減 17億2,706万 円 22億2,391万2千円 ▲4億9,685万2千円 6,796万7千円 ▲5億6,481万9千円 ▲12億7,204万2千円 ▲525万1千円 ▲3,664万5千円 － ▲13億1,393万8千円

※⑤’…前年度の実質収支。

普通会計歳出額　680億5,532万3千円
グラフ②

人件費
98億2,321万1千円
（14.4％）

扶助費
131億9,294万8千円
（19.4％）

公債費
85億8,457万9千円
（12.6％）普通建設事業費

82億9,308万3千円
（12.2％）災害復旧事業費

1億 982万4千円（0.2％）

物件費
79億5,565万7千円
（11.7％）

繰出金
54億6,592万3千円
（8.0％）

補助費等
83億9,744万5千円
（12.3％）

投資及び出資金、貸付金
27億6,970万9千円（4.1％）

維持補修費
15億4,646万3千円（2.3％）

積立金
19億1,648万1千円（2.8％）

義務的経費
46.4％

投資的
経費
12.4％

その他の経費
41.2％
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外
国
人
を
対
象
に
モ
ニ
タ
ー
ツ
ア
ー
を
開
催
。

ま
た
、
観
光
案
内
所
へ
外
国
語
対
応
ス
タ
ッ

フ
を
配
置
し
た
ほ
か
、
5
か
国
語
に
対
応
し

た
マ
ッ
プ
の
作
成
、
公
衆
無
線
Ｌ
Ａ
Ｎ
の
整

備
な
ど
、
外
国
人
旅
行
者
の
受
入
れ
環
境
を

整
え
ま
し
た
。

　

国
内
向
け
の
観
光
誘
客
で
は
、
鶴
岡
市
観

光
連
盟
や
鶴
岡
食
文
化
創
造
都
市
推
進
協
議

会
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
充
実
な
ど
に
よ
っ
て
情

報
発
信
力
を
強
化
し
た
ほ
か
、
関
係
機
関
と

協
力
し
、
観
光
地
の
ラ
イ
ト
ア
ッ
プ
や
鶴
岡

観
光
ぐ
る
っ
と
バ
ス
の
運
行
、
首
都
圏
や
中

京
圏
で
の
観
光
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
を
充
実
し
、

誘
客
促
進
を
図
り
ま
し
た
。

　

も
う
1
つ
の
重
点
施
策
で
あ
る
「
先
端
バ

イ
オ
を
核
と
し
た
次
世
代
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

都
市
の
創
造
・
発
信
に
よ
る
地
域
活
性
化
」

に
向
け
て
は
、
合
成
ク
モ
糸
繊
維
等
を
核
と

し
た
産
業
戦
略
の
一
環
と
し
て
、
そ
の
受
け

皿
と
な
る
サ
イ
エ
ン
ス
パ
ー
ク
の
民
間
主
導

に
よ
る
整
備
を
支
援
す
る
と
と
も
に
、
同
パ

ー
ク
拡
張
を
含
め
新
た
な
ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業

や
研
究
機
関
な
ど
の
誘
致
に
関
す
る
構
想
づ

く
り
に
着
手
し
ま
し
た
。

　

ま
た
、
３
月
に
国
立
が
ん
研
究
セ
ン
タ
ー

を
中
心
と
す
る
鶴
岡
連
携
研
究
拠
点
が
先
端

研
究
産
業
支
援
セ
ン
タ
ー
内
に
設
置
さ
れ
、

慶
應
義
塾
大
学
先
端
生
命
科
学
研
究
所
が
持

つ
メ
タ
ボ
ロ
ー
ム
解
析
技
術
を
活
用
し
た
、

が
ん
の
メ
タ
ボ
ロ
ー
ム
研
究
に
向
け
た
基
盤

整
備
な
ど
を
支
援
し
ま
し
た
。
さ
ら
に
、
鶴

岡
工
業
高
等
専
門
学
校
が
先
端
研
究
産
業
支

援
セ
ン
タ
ー
内
に
開
設
し
た
Ｋ
‐
Ａ
Ｒ
Ｃ

（
高
専
応
用
科
学
研
究
セ
ン
タ
ー
）
を
全
国

①
鶴
岡
市
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生

総
合
戦
略
に
沿
っ
て
人
口
減
少
対
策

事
業
を
進
め
ま
し
た

 

「
鶴
岡
市
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
総

合
戦
略
」（
以
下
、
総
合
戦
略
）
に
基
づ
き
、

喫
緊
の
最
重
要
課
題
で
あ
る
人
口
減
少
対
策

と
し
て
、
食
文
化
や
先
端
バ
イ
オ
な
ど
、
地

域
の
強
み
と
優
位
性
を
生
か
し
た
付
加
価
値

の
高
い
産
業
の
育
成
を
は
じ
め
、
移
住
・
定

住
の
促
進
、
若
い
世
代
の
結
婚
・
出
産
・
子

育
て
支
援
な
ど
の
諸
施
策
に
積
極
的
に
取
り

組
み
ま
し
た
。

　

総
合
戦
略
の
基
本
目
標
で
あ
る
「
地
域
に

し
ご
と
を
増
や
し
、
安
心
し
て
働
け
る
よ
う

に
す
る
」
で
は
、
そ
の
重
点
施
策
「
ユ
ネ
ス

コ
食
文
化
創
造
都
市
の
高
度
ブ
ラ
ン
ド
化
に

よ
る
観
光
、
農
業
等
の
成
長
産
業
化
」
に
向

け
、
フ
ラ
ン
ス
の
パ
リ
に
あ
る
ユ
ネ
ス
コ
本

部
で
開
催
さ
れ
た
創
造
都
市
国
際
交
流
事
業

展
示
会
に
出
展
し
、
本
市
の
食
文
化
を
Ｐ
Ｒ

す
る
と
と
も
に
、
パ
リ
市
内
の
飲
食
店
で
食

文
化
と
観
光
資
源
を
融
合
さ
せ
た
プ
ロ
モ
ー

シ
ョ
ン
を
実
施
し
ま
し
た
。
ま
た
、
食
文
化

産
業
形
成
に
向
け
、
イ
タ
リ
ア
食
科
学
大
学

と
の
3
年
間
の
戦
略
的
連
携
協
定
を
締
結
し
、

本
市
で
同
大
学
学
生
等
の
食
の
フ
ィ
ー
ル
ド

ス
タ
デ
ィ
事
業
を
開
催
。
さ
ら
に
、
鶴
岡
産

特
産
物
の
海
外
市
場
開
拓
の
た
め
、
つ
る
お

か
農
商
工
観
連
携
総
合
推
進
協
議
会
の
海
外

マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
調
査
や
試
験
輸
出
に
向
け

た
取
り
組
み
を
支
援
し
ま
し
た
。

　

国
外
か
ら
の
観
光
誘
客
を
図
る
イ
ン
バ
ウ

ン
ド
の
強
化
に
向
け
て
は
、
新
潟
市
と
連
携

し
海
外
の
旅
行
・
メ
デ
ィ
ア
関
係
者
や
在
日

普通会計における
歳入歳出額と
実質収支額の推移

グラフ③

歳入 歳出 実質収支

0

20

60

40

歳入歳出額
（億円）

実質収支額
（億円）

600

650

700

750

平成24年度

40.5

722.6

689.5
705.3706.9705.1

680.6

639.6
660.3 666.0 658.3

48.7 46.1
39.1

42.8

25年度 26年度 27年度 28年度

普通会計の
性質別歳出額の推移

グラフ④

その他の経費投資的経費

扶助費公債費人件費

平成24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

（億円）

400

500

600

700

0

100

200

300

261.2256.6251.3

92.4104.781.8

107.2 109.6 118.0

91.085.288.9

103.4104.2110.4

275.0

67.9

123.0

89.8

102.6

280.7

84.0

131.9

85.8

98.2
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ー
を
拠
点
に
、
子
育
て
支
援
イ
ベ
ン
ト
な
ど

を
開
催
。
先
輩
マ
マ
に
よ
る
サ
ポ
ー
ト
強
化

や
父
親
が
育
児
参
加
す
る
機
会
づ
く
り
に
取

り
組
み
ま
し
た
。

　

婚
活
支
援
活
動
で
は
、
地
域
の
企
業
・
団

体
が
連
携
し
異
業
種
交
流
会
を
開
催
し
た
ほ

か
、
結
婚
に
向
け
た
き
め
細
か
な
世
話
焼
き

活
動
を
実
践
す
る
た
め
婚
シ
ェ
ル
ジ
ュ
を
養

成
・
増
員
し
、
支
援
体
制
の
強
化
を
図
り
ま

し
た
。
ま
た
、
婚
活
イ
ベ
ン
ト
の
開
催
を
継

続
支
援
す
る
な
ど
、
地
域
全
体
で
結
婚
を
後

押
し
す
る
環
境
づ
く
り
に
努
め
ま
し
た
。

 

「
時
代
に
合
っ
た
地
域
を
つ
く
り
、
安
心
な

く
ら
し
を
守
る
」
で
は
、
ま
ち
な
か
居
住
を

推
進
し
、
持
続
可
能
で
コ
ン
パ
ク
ト
な
ま
ち

づ
く
り
を
進
め
る
た
め
、
鶴
岡
銀
座
商
店
街

周
辺
等
を
対
象
に
、
利
用
し
て
い
な
い
土
地

や
公
的
不
動
産
を
活
用
し
た
ま
ち
な
か
居
住

に
役
立
て
る
拠
点
整
備
の
検
討
を
進
め
ま
し

た
。
さ
ら
に
、
ま
ち
な
か
の
活
性
化
を
図
る

た
め
、
旧
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
プ
ラ
ザ
セ
ン
ト
ル

を
再
利
活
用
し
て
い
く
た
め
の
計
画
策
定
と

実
施
設
計
を
行
い
ま
し
た
。

　

集
落
生
活
圏
の
維
持
を
担
う
「
小
さ
な
拠

点
」
づ
く
り
に
向
け
て
は
、
大
網
地
区
を
モ

デ
ル
に
住
民
の
暮
ら
し
を
支
え
る
仕
組
み
づ

く
り
や
地
域
内
移
動
等
の
生
活
交
通
に
関
す

る
社
会
実
験
な
ど
を
支
援
し
ま
し
た
。

②
鶴
岡
ル
ネ
サ
ン
ス
宣
言
等
に
沿
っ

て
新
市
の
ま
ち
づ
く
り
事
業
を
進
め

ま
し
た

　

本
市
の
ま
ち
づ
く
り
の
柱
で
あ
る
「
鶴
岡

ル
ネ
サ
ン
ス
宣
言
」
に
基
づ
き
、
市
民
・
地

域
・
行
政
の
総
合
力
を
発
揮
し
て
、
持
続
可

の
高
専
の
研
究
開
発
拠
点
と
し
て
整
備
す
る

取
り
組
み
を
支
援
し
た
ほ
か
、
山
形
大
学
農

学
部
等
と
連
携
し
、
地
域
定
住
農
業
者
を
育

成
す
る
た
め
の
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
（
共
同
事

業
体
）
を
設
立
し
、
総
合
的
な
支
援
活
動
に

取
り
組
み
ま
し
た
。

 

「
地
域
へ
の
新
し
い
ひ
と
の
流
れ
を
つ
く

る
」
で
は
、
移
住
希
望
者
の
総
合
相
談
窓
口

と
し
て
移
住
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
を
継
続
し

て
配
置
す
る
と
と
も
に
、
つ
る
お
か
Ｕ
Ｉ
タ

ー
ン
ガ
イ
ド
の
配
布
、
移
住
・
定
住
促
進
サ

イ
ト
及
び
ソ
ー
シ
ャ
ル
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
キ
ン

グ
・
サ
ー
ビ
ス
の
運
用
、
移
住
プ
ロ
モ
ー
シ

ョ
ン
動
画
の
作
成
な
ど
に
よ
っ
て
効
果
的
な

情
報
発
信
に
取
り
組
み
ま
し
た
。
さ
ら
に
、

民
間
賃
貸
物
件
を
「
お
試
し
住
宅
」
と
し
て

確
保
し
、
移
住
希
望
者
に
家
賃
を
助
成
し
た

ほ
か
、
住
宅
リ
フ
ォ
ー
ム
へ
の
支
援
を
行
い

ま
し
た
。

　

ま
た
、
大
学
等
を
卒
業
し
た
若
者
の
県
内

回
帰
・
定
着
を
促
進
す
る
た
め
、
県
と
協
調

し
て
奨
学
金
返
還
を
支
援
す
る
た
め
の
基
金

を
造
成
す
る
と
と
も
に
、
進
学
や
就
職
で
本

市
を
離
れ
た
学
生
や
Ｕ
Ｉ
タ
ー
ン
を
希
望
す

る
若
者
な
ど
を
対
象
に
、
首
都
圏
で
就
活
イ

ベ
ン
ト
を
開
催
し
、
地
元
就
職
へ
の
働
き
掛

け
を
強
化
し
ま
し
た
。

 
「
若
い
世
代
の
結
婚
・
出
産
・
子
育
て
の
希

望
を
か
な
え
る
」
で
は
、
新
た
に
母
子
保
健

コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
を
配
置
し
支
援
体
制
を

強
化
し
た
ほ
か
、
特
定
不
妊
治
療
費
の
初
回

助
成
額
を
増
額
す
る
と
と
も
に
、
第
３
子
以

降
の
保
育
料
無
料
化
の
適
用
範
囲
を
拡
大
し

ま
し
た
。
ま
た
、
子
ど
も
家
庭
支
援
セ
ン
タ

市債発行額の推移
グラフ⑤

市債発行額 臨時財政対策債を
除く発行額

60

80

100

0

20

40

（億円）

平成24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

34.1

48.045.146.5

58.6

74.871.972.4

52.0

71.3

市債残高の推移 グラフ⑥

その他の市債
（建設事業・地域振興基金等）臨時財政対策債

残高
（億円）

平成24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

300

400

500

0

100

200

700

600

247.4

520.5

234.7

536.2

226.3

550.6

215.7

484.0

合計
731.4

合計
755.2

合計
762.5

合計
766.3

253.3

469.8

合計
723.1

○臨時財政対策債
　一般財源の不足を補うために特例として発行される市債。その
　全額が国から交付税措置される



6

落
下
の
危
険
性
を
除
く
た
め
、
５
つ
の
小
・

中
学
校
の
屋
内
運
動
場
の
天
井
材
撤
去
と
照

明
の
Ｌ
Ｅ
Ｄ
化
を
実
施
し
ま
し
た
。

　

自
然
と
共と
も

に
生
き
る
「
森
林
文
化
都
市
宣

言
」
で
は
、
自
然
学
習
交
流
館
ほ
と
り
あ
を

拠
点
と
し
た
自
然
学
習
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
充
実

や
環
境
保
全
活
動
を
推
進
し
ま
し
た
。
ま
た
、

各
地
域
の
豊
か
な
自
然
を
生
か
し
た
森
の
散

歩
道
の
調
査
や
散
策
イ
ベ
ン
ト
の
実
施
、
市

民
に
よ
る
森
づ
く
り
等
を
通
し
て
、
自
然
に

親
し
む
機
会
の
創
出
、
森
林
・
食
・
温
泉
の

資
源
を
活
用
し
た
鶴
岡
版
ク
ア
オ
ル
ト
（
療

養
地
）
事
業
等
の
検
討
を
進
め
ま
し
た
。

③
行
財
政
改
革
の
着
実
な
推
進
と
将

来
負
担
の
軽
減
に
努
め
ま
し
た

　

合
併
特
例
期
間
の
終
了
に
伴
い
、
今
後
の

財
政
構
造
の
変
化
を
見
据
え
、
健
全
な
行
財

政
運
営
を
確
保
す
る
た
め
、
引
き
続
き
全
庁

を
挙
げ
て
行
財
政
改
革
に
取
り
組
み
ま
し
た
。

　

定
員
適
正
化
計
画
に
基
づ
く
職
員
数
の
削

減
の
ほ
か
、
羽
黒
・
櫛
引
地
域
の
学
童
保
育

所
の
民
営
化
や
、
い
で
は
文
化
記
念
館
と
温

海
ふ
れ
あ
い
セ
ン
タ
ー
の
指
定
管
理
者
制
度

へ
の
移
行
な
ど
、
効
率
的
な
組
織
機
構
を
目

指
し
ま
し
た
。

　

ま
た
、
28
年
度
は
市
債
元
金
の
繰
上
償
還

（
返
済
）
を
９
億
４
４
５
万
8
千
円
実
施
し
、

こ
れ
に
将
来
負
担
す
る
利
子
を
含
め
る
と
9

億
４
、
６
９
６
万
3
千
円
の
将
来
負
担
を
軽

減
し
ま
し
た
。
さ
ら
に
、
地
方
交
付
税
が
段

階
的
に
縮
減
さ
れ
る
中
、
公
債
費
の
負
担
は

現
在
の
水
準
で
し
ば
ら
く
続
く
こ
と
か
ら
、

市
債
の
円
滑
な
償
還
も
考
慮
し
、
７
億
３
、

の
宿
坊
街
の
歴
史
的
な
町
並
み
保
全
・
修
景

に
関
す
る
住
民
主
体
の
取
り
組
み
を
支
援
し

た
ほ
か
、
地
域
間
交
流
を
支
え
る
高
速
交
通

基
盤
に
つ
い
て
、
日
本
海
沿
岸
東
北
自
動
車

道
の
鼠
ヶ
関
地
区
の
イ
ン
タ
ー
チ
ェ
ン
ジ
周

辺
に
休
憩
施
設
等
を
整
備
す
る
た
め
の
基
本

計
画
案
を
取
り
ま
と
め
ま
し
た
。

 

「
知
」
を
活い

か
す
「
学
術
文
化
都
市
宣
言
」

で
は
、
先
端
バ
イ
オ
を
核
と
し
た
高
度
な
産

業
集
積
の
促
進
に
加
え
、
高
等
教
育
機
関
で

の
研
究
活
動
を
支
援
す
る
と
と
も
に
、
相
互

の
連
携
を
一
層
図
り
ま
し
た
。
ま
た
、
多
く

の
市
民
の
協
力
の
下
、
慶
應
義
塾
大
学
先
端

生
命
科
学
研
究
所
と
地
域
の
医
療
機
関
が
共

同
で
進
め
る
「
鶴
岡
み
ら
い
健
康
調
査
」
で

は
、
市
民
の
健
康
づ
く
り
に
つ
な
げ
る
取
り

組
み
を
進
め
ま
し
た
。

　

暮
ら
す
環
境
を
整
え
る
「
安
心
文
化
都
市

宣
言
」
で
は
、
が
ん
検
診
の
受
診
率
向
上
対

策
と
し
て
受
診
機
会
拡
充
に
取
り
組
み
ま
し

た
。
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
に
つ
い
て
は
、
鶴

岡
市
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
推
進
計
画
に
基
づ

き
、
地
域
ビ
ジ
ョ
ン
策
定
に
向
け
た
取
り
組

み
な
ど
を
支
援
し
た
ほ
か
、
湯
田
川
コ
ミ
ュ

ニ
テ
ィ
セ
ン
タ
ー
の
多
目
的
ホ
ー
ル
を
増
築

し
ま
し
た
。
ま
た
、
交
通
輸
送
対
策
で
は
、

路
線
バ
ス
の
運
行
や
地
域
住
民
主
体
の
生
活

交
通
確
保
へ
向
け
た
取
り
組
み
を
支
援
し
ま

し
た
。
さ
ら
に
、
災
害
に
強
い
ま
ち
づ
く
り

で
は
、
新
た
な
浸
水
区
域
想
定
等
に
基
づ
く

各
種
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
を
作
成
し
た
ほ
か
、

避
難
所
へ
防
災
資
機
材
を
配
備
し
ま
し
た
。

学
校
関
連
で
は
、
鶴
岡
第
三
中
学
校
の
改
築

工
事
に
着
手
し
た
ほ
か
、
地
震
に
よ
る
天
井

能
な
希
望
あ
ふ
れ
る
鶴
岡
市
の
未
来
を
創
造

す
る
こ
と
を
目
指
し
、
諸
施
策
に
取
り
組
み

ま
し
た
。

　

地
場
の
可
能
性
を
伸
ば
す
「
創
造
文
化
都

市
宣
言
」
で
は
、
総
合
戦
略
の
重
点
施
策
で

も
あ
る
食
文
化
、
農
商
工
観
連
携
等
の
取
り

組
み
に
加
え
、
シ
ル
ク
タ
ウ
ン
・
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
で
は
、
国
指
定
史
跡
で
あ
る
松
ヶ
岡
開

墾
場
の
蚕
室
な
ど
の
建
造
物
及
び
土
地
を
取

得
・
整
備
。
史
跡
の
保
存
・
継
承
に
取
り
組
み
、

三
番
蚕
室
で
は
約
35
年
振
り
に
蚕
飼
育
を
復

活
さ
せ
る
と
と
も
に
、
秋
蚕
で
は
市
民
や
関

係
機
関
が
協
力
し
て
７
、
０
０
０
頭
を
飼
育

し
、
新
文
化
会
館
（
荘
銀
タ
ク
ト
鶴
岡
）
の

本
緞ど
ん
ち
ょ
う帳に
使
用
す
る
生
糸
を
生
産
し
ま
し
た
。

　

28
年
9
月
に
開
催
さ
れ
た
全
国
豊
か
な
海

づ
く
り
大
会
で
は
、
天
皇
皇
后
両
陛
下
の
ご

臨
席
の
下
、
水
産
業
等
の
発
展
を
願
い
、
式

典
行
事
や
海
上
歓
迎
・
放
流
行
事
な
ど
が
行

わ
れ
、
多
く
の
人
で
に
ぎ
わ
い
ま
し
た
。
ま

た
、
文
化
活
動
の
拠
点
と
な
る
新
文
化
会
館

整
備
に
つ
い
て
は
、
着
実
に
工
事
を
進
め
る

と
と
も
に
、
工
事
現
場
見
学
会
の
開
催
や
愛

称
募
集
を
通
じ
て
愛
着
を
育
み
な
が
ら
、
市

内
外
に
広
く
周
知
を
図
り
ま
し
た
。

　

人
と
人
の
繋つ
な

が
り
か
ら
交
流
人
口
を
拡
大

す
る
「
観
光
文
化
都
市
宣
言
」
で
は
、
広
域

連
携
を
通
し
た
観
光
や
テ
ー
マ
・
体
験
型
観

光
の
充
実
、
効
果
的
な
観
光
情
報
の
発
信
、

外
国
人
観
光
客
の
誘
客
促
進
な
ど
に
加
え
、

観
光
資
源
の
魅
力
向
上
の
観
点
で
、
温
泉
地

域
の
活
性
化
に
向
け
た
各
種
イ
ベ
ン
ト
や
環

境
整
備
、
温
泉
未
利
用
熱
の
活
用
等
の
取
り

組
み
を
支
援
し
ま
し
た
。
ま
た
、
手
向
地
区

積立基金の状況（種類と年度末残高）　表②
平成25年度末 平成26年度末 平成27年度末 平成28年度末

財政調整基金 43億6,327万円 49億8,565万円 50億1,017万円 50億2,945万円

減債基金 20億4,279万円 27億1,655万円 34億4,210万円 41億7,363万円

そ
の
他
の
特
定
目
的
基
金

地域振興基金 40億　         円 40億　         円 40億　         円 40億　         円

公共施設整備基金 14億3,232万円 14億1,488万円 10億1,806万円 18億2,600万円

まちづくり基金 3億   752万円 3億   945万円 3億1,139万円 3億1,265万円

社会福祉基金 1億8,294万円 1億8,357万円 1億8,146万円 1億8,174万円

その他 9億7,698万円 13億8,610万円 17億   149万円 16億5,603万円

小計 68億9,976万円 72億9,400万円 72億1,240万円 79億7,642万円

合　　計 133億   582万円 149億9,620万円 156億6,467万円 171億7,950万円

財政調整基金　地方公共団体における
　年度間の財源の不均衡を調整するた
　めの基金。経済不況等による大幅な
　税収減に見舞われたり、災害の発生
　等による思わぬ支出が増加したりし
　た場合等への備えとして積み立てて
　いるもの
減債基金　地方債の償還及びその信用
　維持のために設置する基金。公債費
　の増加が地方財政の弾力性を失わせ
　ることから、公債費の償還を計画的
　に行うために積み立てているもの
地域振興基金　合併市町村が地域住民
　の一体感醸成や地域振興を目的に設
　置する基金
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（
対
前
年
度
4
億
３
、５
６
２
万
5
千
円
、４
・

２
％
の
減
）、
公
債
費
は
近
年
実
施
し
て
い

る
繰
上
償
還
の
効
果
な
ど
に
よ
っ
て
85
億
８
、

４
５
７
万
9
千
円
（
同
3
億
９
、
５
４
５
万

円
、４
・
４
％
の
減
）
と
な
り
ま
し
た
。
一
方
、

扶
助
費
は
年
金
生
活
者
等
支
援
臨
時
福
祉
給

付
金
給
付
事
業
の
実
施
等
に
伴
っ
て
１
３
１

億
９
、
２
９
４
万
8
千
円
（
同
8
億
９
、
４

８
２
万
8
千
円
、
７
・
３
％
の
増
）
と
な
り
、

義
務
的
経
費
全
体
で
は
３
１
６
億
73
万
8
千

円
（
同
６
、
３
７
５
万
3
千
円
、
０
・
２
％

の
増
）
と
な
り
ま
し
た
。

　

投
資
的
経
費
は
、
防
災
行
政
無
線
整
備
事

業
や
消
防
署
北
分
署
移
転
新
築
事
業
な
ど
が

終
了
し
た
一
方
、
鶴
岡
第
三
中
学
校
改
築
事

業
が
本
格
化
す
る
と
と
も
に
、
工
業
団
地
管

理
運
営
事
業
や
羽
黒
庁
舎
改
築
事
業
の
実
施

等
に
よ
っ
て
、
84
億
２
９
０
万
7
千
円
（
同

16
億
９
０
３
万
1
千
円
、
23
・
７
％
の
増
）

と
な
り
ま
し
た
。

　

そ
の
他
の
経
費
は
、
補
助
費
等
が
83
億
９
、

７
４
４
万
5
千
円
（
同
11
億
８
、
６
０
８
万

9
千
円
、
16
・
４
％
の
増
）
で
し
た
。
こ
れ

は
、
下
水
道
事
業
へ
の
繰
出
し
に
関
す
る
支

出
科
目
を
変
更
し
た
こ
と
や
、
企
業
立
地
促

進
事
業
に
お
け
る
大
規
模
事
業
場
設
置
助
成

金
等
の
増
、
ふ
る
さ
と
寄
附
金
事
業
の
返
礼

品
の
増
な
ど
が
主
な
要
因
で
す
。

　

ま
た
、
物
件
費
は
79
億
５
、
５
６
５
万
7

千
円
（
同
７
、
２
３
５
万
2
千
円
、
０
・
９

％
の
減
）
で
し
た
。
こ
れ
は
、
学
校
給
食
セ

ン
タ
ー
管
理
運
営
事
業
の
賄
材
料
費
を
は
じ

め
と
す
る
需
用
費
の
減
や
、
市
全
体
の
臨
時

職
員
数
の
減
に
伴
う
賃
金
の
減
な
ど
が
主
な

２
２
９
億
１
、
５
８
３
万
8
千
円
（
同
２
億

２
、
２
１
８
万
4
千
円
、
１
・
０
％
の
減
）

だ
っ
た
一
方
、
国
庫
支
出
金
は
79
億
５
５
８

万
5
千
円
（
同
５
億
６
、
０
６
６
万
9
千
円
、

７
・
６
％
の
増
）、
ま
た
、
県
支
出
金
は
52

億
９
、
０
３
９
万
１
千
円
（
同
１
億
４
０
９

万
9
千
円
、
１
・
９
％
の
減
）
で
し
た
。
市

債
は
普
通
建
設
事
業
費
の
増
と
連
動
し
て
増

加
し
、
71
億
３
、
０
６
０
万
円
（
同
12
億
６
、

６
５
０
万
円
、
21
・
６
％
の
増
）
と
な
り
ま

し
た
。
こ
の
う
ち
、
後
年
度
に
有
利
な
交
付

税
措
置
を
受
け
ら
れ
る
合
併
特
例
債
は
38
億

９
、
７
３
０
万
円
で
、
借
金
を
す
る
場
合
で

も
合
併
の
効
果
を
最
大
限
に
生
か
し
て
い
ま

す
。
ま
た
、
過
疎
債
・
辺
地
債
は
４
億
５
、

０
８
０
万
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

市
税
や
使
用
料
、
前
年
度
繰
越
金
等
、
市

が
自
主
的
に
調
達
で
き
る
自
主
財
源
は
２
６

０
億
１
、
５
３
８
万
4
千
円
と
、
対
前
年
度

で
5
億
５
、
６
４
７
万
3
千
円
の
増
と
な
り
、

自
主
財
源
比
率
は
36
・
１
％
か
ら
36
・
０
％

に
低
下
し
ま
し
た
。
本
市
は
、
歳
入
に
お
け

る
地
方
交
付
税
や
国
庫
支
出
金
等
の
割
合
が

高
く
、
国
の
地
方
財
政
対
策
の
影
響
が
依
然

と
し
て
大
き
い
状
況
に
あ
り
ま
す
。

歳
出
の
状
況
は
？　
　
　
　
　
　
　

（
グ
ラ
フ
②
・
③
・
④
）

　
　
　

歳
出
総
額
は
６
８
０
億
５
、
５
３
２

　
　

万
3
千
円
で
、
対
前
年
度
で
22
億
２
、

３
９
１
万
2
千
円
の
増
と
な
り
ま
し
た
。

　

ま
ず
義
務
的
経
費
か
ら
見
る
と
、
人
件
費

は
定
員
適
正
化
計
画
に
基
づ
く
職
員
数
の
削

減
等
に
よ
っ
て
98
億
２
、
３
２
１
万
1
千
円

Ｑ２Ａ２

Ｑ１Ａ１
１
５
２
万
6
千
円
を
減
債
基
金
へ
積
み
立
て

ま
し
た
。

　

こ
の
よ
う
に
、
将
来
の
負
担
軽
減
を
図
る

た
め
の
取
り
組
み
を
進
め
て
い
ま
す
が
、
人

口
減
少
や
少
子
高
齢
化
、
施
設
の
老
朽
化
等

に
伴
い
、
財
政
を
め
ぐ
る
環
境
は
一
層
厳
し

さ
を
増
し
て
い
く
こ
と
が
予
想
さ
れ
ま
す
。

今
後
も
引
き
続
き
安
定
し
た
財
政
基
盤
を
維

持
す
る
た
め
、
効
率
的
な
行
政
シ
ス
テ
ム
の

構
築
や
事
務
事
業
の
見
直
し
を
図
る
行
財
政

改
革
を
着
実
に
推
進
し
、
必
要
な
政
策
的
経

費
が
十
分
に
確
保
で
き
る
よ
う
努
め
ま
す
。

決
算
Ｑ
＆
Ａ

歳
入
の
状
況
は
？　
　
　
　
　
　
　
　

（
グ
ラ
フ
①
・
③
）

　
　
　

歳
入
総
額
は
７
７
２
億
６
、
０
４
３

　
　

万
3
千
円
（
対
前
年
度
17
億
２
、
７
０

６
万
円
の
増
）
で
し
た
。
主
な
科
目
ご
と
に

見
る
と
、
ま
ず
自
主
財
源
の
う
ち
、
市
税
は

１
４
６
億
５
、
６
２
２
万
9
千
円
（
同
3
億

５
、
２
５
８
万
6
千
円
、
２
・
５
％
の
増
）

で
す
。
こ
れ
は
給
与
所
得
等
の
伸
び
に
よ
っ

て
、
個
人
市
民
税
が
2
億
９
９
２
万
1
千
円

の
増
と
な
っ
た
こ
と
や
、
新
増
築
家
屋
の
評

価
額
の
増
加
や
一
部
企
業
で
行
わ
れ
た
積
極

的
な
設
備
投
資
に
よ
っ
て
、
固
定
資
産
税
が

２
億
５
、
４
９
６
万
3
千
円
の
増
と
な
っ
た

こ
と
が
主
な
要
因
で
す
。
ま
た
、
前
年
度
繰

越
金
は
47
億
１
９
６
万
2
千
円
（
同
6
億
７

２
５
万
8
千
円
、
14
・
８
％
の
増
）
で
し
た
。

　

次
に
依
存
財
源
の
う
ち
、
地
方
交
付
税
が

平成28年度の主な事業
【総務費】　各種基金積立金…15億5,615万円、羽黒庁舎改築事業…
6億3,808万円、ふるさと寄附金事業…4億1,736万円、先端生命科
学研究所支援事業…3億5,021万円、松ケ岡地域振興事業…2億191
万円、コミュニティセンター整備事業…1億9,853万円、交通輸送
対策事業…1億6,879万円、がんメタボローム研究推進事業…1億4,
515万円、食文化創造都市推進事業…4,056万円
【民生費】　子供のための教育・保育給付事業…34億9,783万円、子
育て支援医療給付事業…4億5,765万円、市立保育園管理運営事業
…3億2,255万円、自立支援給付事業…26億2,382万円、各種扶助
費（生活保護費）…19億3,606万円、年金生活者等支援臨時福祉給
付金給付事業…4億5,571万円
【衛生費】　予防接種事業…2億3,131万円、健康診査事業…2億499
万円、塵芥収集事業…3億3,006万円、ごみ焼却処理事業…3億1,7
22万円、温泉街未利用熱活用事業…1億5,050万円
【農林水産業費】　多面的機能支払活動支援事業…9億1,476万円、中
山間地域等直接支払交付金事業…2億5,149万円、特産物生産推進

支援事業…1億2,720万円、水田畑地化基盤強化対策事業…9,827
万円、産地パワーアップ事業…9,759万円、森林病害虫等防除事業
…5,349万円
【商工費・労働費】　金融対策事業…15億6,544万円、企業立地促進
事業…3億8,965万円、工業団地管理運営事業…3億5,616万円、加
茂水族館管理運営事業…2億5,708万円、観光文化都市つるおか交
流推進事業…2,545万円
【土木費】　道路整備事業…8億2,010万円、橋梁新設改良事業…1億
7,467万円、除雪対策事業…10億4,416万円、市街地再開発事業…
2億9,124万円、街区公園整備事業…8,862万円、鶴岡市歴史的風
致維持向上計画事業…5,539万円、地域住宅活性化事業…1億76万
円、市営住宅新営改良事業…5,437万円
【消防費】　非常備消防維持管理事業…2億386万円、常備消防管理
運営事業…1億7,584万円
【教育費】　鶴岡第三中学校改築事業…7億3,206万円、小・中学校通
学対策事業…3億6,065万円、小・中学校耐震補強事業…1億5,966
万円、中学校大規模改修事業…1億3,891万円、文化会館整備事業
…16億3,415万円、体育施設総務管理事業…3億3,118万円、スポ
ーツ施設改修事業…1億7,741万円
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区分 会　計　名　等 財政健全化判断比率 資金不足比率
一
般
会
計
等

（
普
通
会
計
）

一般会計

普通会計に属する特
別会計

休日夜間診療所特別会計

墓園事業特別会計

特
別
会
計
等

公営企業
会計

地方公営
企業法
適用

病院事業会計

水道事業会計

下水道事業会計
公共下水道事業
集落排水事業
浄化槽事業

上記以外の
特別会計

交通災害共済事業特別会計 資金不足比
率は公営企
業会計ごと
に算定

国民健康保険特別会計

介護保険特別会計

後期高齢者医療保険特別会計

一
部
事
務
組
合
・
広
域
連
合

公営企業
会計

地方公営
企業法
非適用

庄内広域行政組合（青果市場事業特別会計）

　〃　（庄内食肉流通センター特別会計）

上記以外の
一部事務組合等

山形県消防補償等組合

山形県自治会館管理組合

山形県市町村職員退職手当組合

庄内広域行政組合（普通会計）

　〃　（庄内地方拠点都市地域事業特別会計）

山形県後期高齢者医療広域連合
地
方
公
社
・
第

三
セ
ク
タ
ー

損失補償または
債務保証を付し
ている法人等

鶴岡市開発公社

み
立
て
た
ほ
か
、
減
債
基
金
に
７
億
３
、
１

５
３
万
円
、
加
茂
水
族
館
整
備
振
興
基
金
に

２
億
５
、
６
２
０
万
円
積
み
立
て
た
こ
と
に

よ
る
も
の
で
す
。

　

こ
う
し
た
基
金
へ
の
積
み
増
し
に
よ
っ
て
、

地
域
の
振
興
発
展
に
必
要
な
財
源
と
公
債
費

の
確
保
を
図
り
ま
す
。　

財
政
分
析
指
標

▼
経
常
収
支
比
率

　

経
常
収
支
比
率
と
は
、
地
方
公
共
団
体
の

財
政
構
造
の
弾
力
性
を
判
断
す
る
指
標
で
、

経
常
一
般
財
源
等
収
入
が
経
常
的
経
費
（
人

件
費
、
扶
助
費
、
公
債
費
等
）
に
ど
の
程
度

充
て
ら
れ
て
い
る
か
を
示
し
て
い
ま
す
。
そ

の
比
率
が
高
い
ほ
ど
財
政
構
造
の
硬
直
化
が

進
ん
で
い
る
こ
と
を
表
し
ま
す
。

　

本
市
の
経
常
収
支
比
率
は
89
・
４
％
で
、

対
前
年
度
で
０
・
３
ポ
イ
ン
ト
低
下
し
ま
し

た
。
こ
れ
は
、
扶
助
費
や
補
助
費
等
が
増
と

な
る
一
方
、
繰
上
償
還
を
除
い
た
定
時
償
還

分
の
公
債
費
の
減
少
と
、
定
員
適
正
化
計
画

に
基
づ
く
職
員
数
の
削
減
等
に
よ
る
人
件
費

の
減
少
な
ど
が
主
な
要
因
で
す
。

▼
財
政
力
指
数

　

地
方
公
共
団
体
の
財
政
力
を
示
す
指
数
で
、

基
準
財
政
収
入
額
（
普
通
交
付
税
を
算
定
す

る
た
め
に
、
一
定
の
条
件
で
税
収
入
等
を
基

に
計
算
し
た
地
方
公
共
団
体
の
収
入
額
）
を

Ｑ４Ａ４ Ｑ３Ａ３
要
因
で
す
。

借
金
（
市
債
）
の
状
況
は
？ 

（
グ
ラ
フ
⑤
・
⑥
）

　
　
　

市
の
借
金
（
市
債
）
の
残
高
は
７
２

　
　

３
億
９
７
６
万
8
千
円
で
、
対
前
年
度

で
8
億
３
、
２
２
８
万
7
千
円
の
減
と
な
り

ま
し
た
。

　

こ
れ
は
、
将
来
の
財
政
負
担
軽
減
の
た
め

繰
上
償
還
を
実
施
し
た
こ
と
も
あ
り
、
元
金

償
還
額
が
79
億
６
、
２
８
８
万
7
千
円
と
、

借
入
額
の
71
億
３
、
０
６
０
万
円
を
上
回
っ

た
こ
と
に
よ
る
も
の
で
す
。
な
お
、
こ
の
借

金
の
中
に
は
、
そ
の
全
額
が
交
付
税
措
置
さ

れ
る
臨
時
財
政
対
策
債
も
含
ま
れ
、
こ
れ
を

除
い
た
市
債
の
残
高
は
４
６
９
億
８
、
３
１

１
万
2
千
円
で
、
対
前
年
度
で
14
億
２
、
２

９
１
万
2
千
円
の
減
と
、
年
々
着
実
に
減
少

し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
借
金
を
す
る
場
合
で
も
、
合
併
特

例
債
や
過
疎
債
、
辺
地
債
な
ど
の
交
付
税
措

置
の
有
利
な
起
債
を
最
大
限
活
用
し
、
将
来

負
担
の
軽
減
を
図
っ
て
い
ま
す
。

貯
金
（
積
立
基
金
）
の
状
況
は
？　
　
　

（
表
②
）

　
　
　

積
立
基
金
の
総
額
は
１
７
１
億
７
、

　
　

９
４
９
万
9
千
円
で
、
対
前
年
度
で
15

億
１
、
４
８
２
万
7
千
円
の
増
と
な
り
ま
し

た
。

　

こ
れ
は
、
中
央
工
業
団
地
水
道
整
備
に
充

て
る
た
め
中
央
工
業
団
地
内
財
産
整
備
基
金

を
２
億
８
、
５
３
０
万
円
取
り
崩
す
一
方
、

公
共
施
設
整
備
基
金
に
８
億
８
０
９
万
円
積

財政健全化判断比率等の対象となる会計区分

実
質
赤
字
比
率

連
結
実
質
赤
字
比
率

実
質
公
債
比
比
率

将
来
負
担
比
率

資
金
不
足
比
率
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財政健全化判断比率等　表③ 単位：％

指標 指標の意味 鶴岡市の
数値

早期健全化基準
（黄色信号）

財政再生基準
（赤信号）

財
政
健
全
化
判
断
比
率

実質赤字比率 普通会計における財政運営の
深刻度を示す指標

　 ‐※1
（‐）

11.47
（11.47） 20.00

連結実質赤字比率 地方公共団体全体としての財政運営の深刻度を示す指標
　 ‐※2
（‐）

16.47
（16.47） 30.00

実質公債費比率 地方公共団体の資金繰りの危
険度を示す指標

7.9
（8.5） 25.0    35.0

将来負担比率 地方公共団体の将来の財政を
圧迫する可能性を示す指標

61.2
（61.5） 350.0

資金不足比率
（公営企業会計ごと）

公営企業ごとの経営状況の深
刻度を示す指標 　 ‐※3

経営健全化基準
20.00

（  ）内は27年度の数値
※１…本市の普通会計
　　　で実質赤字額は
　　　生じていない。
※２…本市の一般会計、
　　　特別会計等の全　
　　　体で実質赤字額
　　　は生じていない。
※３…本市の全ての公
　　　営企業会計で資
　　　金不足額は生じ
　　　ていない。

年
度
ま
で
で
し
た
。
28
年
度
か
ら
5
か
年
度

を
か
け
て
段
階
的
に
縮
減
さ
れ
、
33
年
度
に

は
こ
の
優
遇
措
置
が
な
く
な
り
ま
す
。

　

ま
た
、
合
併
新
市
づ
く
り
の
た
め
に
発
行

で
き
る
合
併
特
例
債
は
、
発
行
可
能
期
間
が

5
年
間
延
長
さ
れ
て
32
年
度
ま
で
発
行
で
き

る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
が
、
同
様
に
33
年
度

以
降
は
発
行
で
き
な
く
な
り
ま
す
。

　

こ
の
た
め
、
本
市
で
は
こ
れ
ら
の
優
遇
措

置
の
終
了
に
よ
る
減
収
を
考
慮
し
つ
つ
、
必

要
な
施
策
を
着
実
に
実
行
し
続
け
る
こ
と
が

で
き
る
よ
う
に
行
財
政
運
営
を
行
っ
て
い
か

な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　

歳
入
は
、
自
主
財
源
の
割
合
が
36
・
０
％

で
、
国
や
県
の
交
付
金
や
補
助
金
、
市
債
等
、

依
存
財
源
に
頼
る
財
政
構
造
と
な
っ
て
い
ま

す
。
そ
こ
で
、
安
定
的
な
収
入
と
な
る
自
主

財
源
の
確
保
に
向
け
て
、
税
源
の
か
ん
養
、

市
税
等
の
徴
収
率
の
向
上
、
受
益
者
負
担
の

適
正
化
等
を
一
層
図
っ
て
い
く
必
要
が
あ
り

ま
す
。

　

歳
出
は
、
義
務
的
経
費
の
割
合
が
46
・
４

％
、
経
常
収
支
比
率
が
89
・
４
％
で
、
費
用

の
増
大
を
招
か
な
い
よ
う
、
職
員
定
数
の
適

正
化
、
事
務
事
業
の
更
な
る
見
直
し
と
効
率

化
、
経
常
経
費
の
一
層
の
節
減
、
適
正
な
優

先
度
に
基
づ
く
投
資
事
業
の
実
施
に
努
め
て

い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

今
後
も
、
行
財
政
改
革
に
積
極
的
に
取
り

組
み
、
よ
り
一
層
の
財
政
の
健
全
化
を
図
り

な
が
ら
、
鶴
岡
市
総
合
計
画
で
示
し
た
市
政

の
振
興
・
発
展
と
安
全
・
安
心
な
市
民
生
活

の
維
持
向
上
の
た
め
に
必
要
な
施
策
・
各
事

業
に
着
実
に
取
り
組
ん
で
い
き
ま
す
。

○
将
来
負
担
比
率
（
表
③
）

　

将
来
負
担
比
率
と
は
、
将
来
の
財
政
を
圧

迫
す
る
可
能
性
に
つ
い
て
の
指
標
で
す
。
実

質
公
債
費
比
率
の
対
象
と
な
っ
て
い
る
公
債

費
等
に
加
え
、
第
三
セ
ク
タ
ー
の
負
債
の
う

ち
、
市
が
損
失
補
償
や
債
務
保
証
を
し
て
い

る
も
の
で
経
営
状
況
等
に
応
じ
て
見
込
ん
だ

負
債
額
を
合
算
し
た
将
来
負
担
額
が
、
標
準

財
政
規
模
に
占
め
る
割
合
を
指
し
ま
す
。

　

28
年
度
は
、
各
会
計
の
市
債
残
高
の
減
少

や
定
員
管
理
の
適
正
化
を
図
っ
た
結
果
、
対

前
年
度
で
０
・
３
ポ
イ
ン
ト
低
下
し
て
61
・

２
％
に
な
り
ま
し
た
。
こ
の
水
準
は
、
早
期

健
全
化
基
準
３
５
０
％
を
大
き
く
下
回
っ
て

い
る
こ
と
か
ら
、
将
来
の
財
政
運
営
に
支
障

を
来
す
状
況
で
は
な
い
と
判
断
さ
れ
ま
す
。

今
後
の
課
題

▼
合
併
特
例
期
間
終
了
後
の
財
政
運
営　
　

　

に
つ
い
て

　

平
成
17
年
の
合
併
以
降
、
新
市
の
ま
ち
づ

く
り
を
進
め
る
中
で
、
本
市
は
国
の
様
々
な

財
政
上
の
優
遇
措
置
を
受
け
て
き
ま
し
た
。

　

特
に
地
方
交
付
税
は
、
合
併
以
前
の
市
町

村
単
位
で
算
定
す
る
合
併
算
定
替
え
と
い
う

有
利
な
制
度
が
適
用
さ
れ
、
1
つ
の
自
治
体

と
し
て
本
来
算
定
さ
れ
る
金
額
よ
り
多
く
の

交
付
を
受
け
て
い
ま
す
。

　

こ
の
優
遇
措
置
を
受
け
る
こ
と
の
で
き
る

期
間
は
合
併
後
10
年
で
、
本
市
の
場
合
は
27

基
準
財
政
需
要
額
（
人
口
や
道
路
延
長
等
を

基
に
計
算
し
た
、
地
方
公
共
団
体
が
必
要
と

す
る
標
準
的
な
支
出
額
）
で
割
っ
て
得
た
数

値
の
過
去
3
か
年
分
の
平
均
値
で
す
。
こ
の

数
値
が
１
・
０
を
超
え
る
と
普
通
交
付
税
が

交
付
さ
れ
ま
せ
ん
。
28
年
度
の
数
値
は
０
・

４
１
４
で
あ
り
、
対
前
年
度
で
０
・
０
０
３

ポ
イ
ン
ト
低
下
し
ま
し
た
。

▼
財
政
健
全
化
判
断
比
率
等

 

「
地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化
に
関
す

る
法
律
」
に
基
づ
き
、
各
自
治
体
は
財
政
健

全
性
に
関
す
る
比
率
（
健
全
化
判
断
比
率
、

公
営
企
業
の
資
金
不
足
比
率
）
を
公
表
し
て

い
ま
す
。
各
比
率
が
基
準
を
超
え
た
場
合
に

は
、
財
政
健
全
化
計
画
の
策
定
等
が
義
務
付

け
ら
れ
て
い
ま
す
。

○
実
質
公
債
費
比
率
（
表
③
）

　

実
質
公
債
費
比
率
と
は
、
地
方
公
共
団
体

の
資
金
繰
り
の
危
険
度
を
示
す
指
標
で
す
。

公
債
費
の
ほ
か
に
公
営
企
業
債
に
対
す
る
繰

出
金
や
一
部
事
務
組
合
の
公
債
費
に
対
す
る

負
担
金
等
を
含
め
た
実
質
的
な
公
債
費
相
当

額
が
、
標

※

準
財
政
規
模
に
占
め
る
割
合
を
指

し
ま
す
。
近
年
は
減
少
傾
向
に
あ
り
、
28
年

度
は
７
・
９
％
で
、
前
年
度
と
比
べ
０
・
６

ポ
イ
ン
ト
低
下
し
ま
し
た
。

※
標
準
財
政
規
模

　
そ
の
地
方
公
共
団
体
が
標
準
的
な
状
態
で
通
常
収

入
が
見
込
ま
れ
る
一
般
財
源
の
規
模
を
示
す
も
の
で
、

通
常
水
準
の
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
上
で
必
要

な
一
般
財
源
の
目
安
。
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会計名等 歳入決算額 歳出決算額 一般会計繰出額 主な事業の内容

交通災害共済事業特別会計 4,211万円 4,211万円 － 交通事故被害に遭った加入者への見舞金の支給

国民健康保険特別会計（事業勘定） 155億5,902万円 148億6,537万円 8億9,569万円 国民健康保険の円滑な運営

国民健康保険特別会計（直診勘定） 4,829万円 4,770万円 1,502万円 上田沢・大網診療所の運営

後期高齢者医療保険特別会計 14億7,165万円 14億6,944万円 4億8,350万円 後期高齢者医療保険の円滑な運営

介護保険特別会計 157億 322万円 153億5,825万円 20億5,992万円 介護保険の円滑な運営

休日夜間診療所特別会計 1億   857万円 6,698万円 － 休日夜間診療所・休日歯科診療所の運営

墓園事業特別会計 1,949万円 405万円 － 鶴岡墓園等の管理運営

企業会計
会計名等 収入決算額 支出決算額 一般会計繰出額 主な事業の内容

病院事業
収益的収支 132億5,916万円 139億 678万円 7億7,809万円 病院事業の運営

資本的収支 14億 600万円 19億7,221万円 8億7,770万円 病院施設の整備等

水道事業
収益的収支 41億1,145万円 33億8,236万円 8,646万円 水道事業の運営

資本的収支 9,462万円 10億 756万円 3,453万円 水道施設の整備等

下水道事業
収益的収支 66億3,613万円 54億8,394万円 13億4,773万円 下水道事業の運営

資本的収支 42億5,205万円 55億7,721万円 11億9,771万円 下水道施設の整備等

平成28年度の特別会計の決算

特
別
会
計
の
決
算

　

特
別
会
計
と
は
、
特
定
の
事
業
の
た
め
に
、

特
定
の
収
入
・
支
出
を
行
う
会
計
で
、
一
般

会
計
と
は
別
に
経
理
を
し
ま
す
。
事
業
は
営

利
目
的
で
は
な
く
公
益
的
で
あ
る
た
め
、
収

入
が
不
足
す
る
場
合
は
、
一
般
会
計
か
ら
の

繰
出
金
を
受
け
て
運
営
し
て
い
ま
す
。

　

28
年
度
の
繰
出
額
は
、
特
に
、
国
民
健
康

保
険
特
別
会
計
（
事
業
勘
定
）
で
、
中
・
低

所
得
の
被
保
険
者
に
対
す
る
負
担
軽
減
を
拡

大
す
る
な
ど
し
た
た
め
、
対
前
年
度
で
４
、

２
４
５
万
円
増
加
し
ま
し
た
。

　

地
方
公
共
団
体
が
経
営
す
る
地
方
公
営
企

業
に
つ
い
て
、
本
市
で
は
病
院
、
水
道
、
下

水
道
の
3
つ
の
企
業
会
計
を
設
け
て
い
ま
す
。

病
院
事
業
会
計

　

本
市
で
は
、
高
度
専
門
医
療
や
急
性
期
・

救
急
医
療
を
担
う
荘
内
病
院
と
、
回
復
期
・

慢
性
期
医
療
を
担
う
湯
田
川
温
泉
リ
ハ
ビ
リ

テ
ー
シ
ョ
ン
病
院
を
経
営
し
て
い
ま
す
。

　

病
院
事
業
の
会
計
は
、
診
療
等
医
療
サ
ー

ビ
ス
の
提
供
や
こ
れ
に
付
随
す
る
病
院
運
営

に
つ
い
て
の
収
益
的
収
支
と
、
病
院
の
施
設

や
医
療
機
器
の
整
備
等
に
つ
い
て
の
資
本
的

収
支
に
分
け
ら
れ
ま
す
。

　

収
益
的
収
支
で
は
外
来
収
益
の
減
少
等
で

6
億
４
、
７
６
２
万
円
の
赤
字
と
な
り
ま
し

た
。
し
か
し
、
収
益
的
収
支
に
は
減
価
償
却

費
等
の
現
金
を
伴
わ
な
い
収
支
が
含
ま
れ
、

実
質
的
な
資
金
不
足
は
生
じ
て
い
ま
せ
ん
。

　

資
本
的
収
支
は
5
億
６
、
６
２
１
万
円
の

赤
字
と
な
り
ま
し
た
が
、
不
足
分
は
過
年
度

分
損※
１

益
勘
定
留
保
資
金
等
で
補
填
し
ま
し
た
。

　

病
院
経
営
を
取
り
巻
く
環
境
は
、
大
変
厳

し
い
状
況
に
あ
る
こ
と
か
ら
、
医
師
確
保
に

向
け
た
取
り
組
み
を
強
化
し
、
収
支
状
況
の

分
析
や
種
々
の
収
支
改
善
に
取
り
組
ん
で
、

経
営
基
盤
の
安
定
化
に
努
め
て
い
ま
す
。
こ

れ
か
ら
も
、
庄
内
南
部
地
域
の
基
幹
病
院
と

し
て
地
域
の
医
療
機
関
と
の
連
携
を
強
化
し
、

高
度
・
良
質
な
医
療
と
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
に

努
め
ま
す
。

水
道
事
業
会
計

　

水
道
事
業
は
主
に
水
道
料
金
に
よ
っ
て
運

営
し
て
い
ま
す
。
そ
の
会
計
に
は
水
を
供
給

す
る
た
め
の
収
益
的
収
支
と
、
水
道
施
設
の

改
良
整
備
等
を
行
う
た
め
の
資
本
的
収
支
が

あ
り
ま
す
。

　

収
益
的
収
支
で
は
料
金
収
入
が
対
前
年
度

で
３
、
１
６
４
万
円
の
減
収
と
な
り
ま
し
た

が
、
経
費
削
減
や
受
水
費
の
精
算
に
よ
る
特

別
利
益
に
よ
っ
て
7
億
２
、
９
０
９
万
の
純

利
益
を
計
上
し
ま
し
た
。

　

資
本
的
収
支
で
は
水
道
管
の
耐
震
化
工
事

や
借
入
金
返
済
等
の
支
出
で
9
億
１
、
２
９

４
万
円
の
赤
字
と
な
り
ま
し
た
が
、
こ
の
不

足
分
は
、
損
益
勘
定
留
保
資
金
な
ど
で
補
填

し
ま
し
た
。

　

水
道
事
業
は
料
金
収
入
が
年
々
減
少
す
る

厳
し
い
状
況
で
す
。
今
後
も
健
全
な
経
営
を

維
持
す
る
た
め
、
鶴
岡
市
上
下
水
道
事
業
経

営
効
率
化
計
画
に
基
づ
き
経
営
効
率
化
を
推

進
し
、
水
道
事
業
の
基
本
理
念
で
あ
る
「
地

域
と
と
も
に
信
頼
を
未
来
に
つ
な
ぐ　

鶴
岡
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※
１　

損
益
勘
定
留
保
資
金

　
収
益
的
収
支
の
う
ち
現
金
の
支
出
を
必
要
と
し
な

い
費
用
の
こ
と
で
、
減
価
償
却
費
等
が
あ
り
、
費
用

化
し
て
資
本
的
収
支
の
資
金
不
足
に
充
当
す
る
こ
と

が
で
き
る
。

※
２　

長
期
前
受
金
戻
入

　
補
助
金
等
を
固
定
資
産
償
却
に
合
わ
せ
て
収
益
化

し
た
も
の
。

平成28年度病院事業決算

給与費
65億5,787万円
（47.2％）

材料費
22億6,600万円
（16.3％）

減価償却費
13億4,935万円
（9.7％）

その他
37億3,356万円
（26.8％）

建設改良費
5億1,170万円
（26.0％）

企業債償還金
13億9,451万円
（70.7％）

長期貸付金1,600万円
（0.8％）

入院収益
85億8,422万円
（64.8％）

外来収益
25億2,010万円
（19.0％）

その他12億2,064万円
（9.2％）

長期前受金戻入※２
９億3,420万円
（7.0％） 企業債

4億7,830万円
（34.0％）負担金

8億7,770万円
（62.4％）

寄附金5,000万円
（3.6％）

支出139億 678万円収入132億5,916万円 収入14億 600万円 支出19億7,221万円

収益的収支 資本的収支

基金積立金
5,000万円
（2.5％）

平成28年度水道事業決算

出資金
3,454万円
（36.5％）

補助金
2,553万円
（27.0％）

工事負担金
3,405万円
（36.0％）

その他50万円
（0.5％）

一般管理費
21億7,202万円
（64.2％）

減価償却費等
10億6,085万円
（31.4％）

うち
人件費   2億9,887万円
受水費 14億4,725万円

支払利息
1億4,722万円
（4.3％）

その他227万円（0.1％） その他
97万円
（0.1％）

企業債償還金
5億1,823万円
（51.4％）

建設改良費
4億8,836万円
（48.5％）

水道料金
30億6,220万円
（74.5％）他会計負担金

1億4,586万円
（3.5％）

その他5億6,687万円
（13.8％）

長期前受金戻入
3億3,652万円
（8.2％）

支出33億8,236万円収入41億1,145万円 収入9,462万円 支出10億 756万円

収益的収支 資本的収支

平成28年度下水道事業決算

企業債
17億4,820万円
（41.1％）

出資金
10億3,526万円
（24.3％）

補助金
14億2,439万円
（33.5％）

工事負担金4,420万円
（1.1％）

うち
人件費   2億4,022万円
流域負担金  7,102万円

一般管理費
11億4,319万円
（20.8％）

減価償却費等
34億5,194万円
（62.9％）

支払利息
8億8,555万円
（16.2％）

その他326万円
（0.1％）

下水道使用料
25億   593万円
（37.8％）

他会計負担金等
13億4,773万円
（20.3％）

長期前受金戻入
15億3,882万円
（23.2％）

企業債償還金
30億9,086万円
（55.4％）

建設改良費
24億8,635万円
（44.6％）

支出54億8,394万円収入66億3,613万円 収入42億5,205万円 支出55億7,721万円

収益的収支 資本的収支

その他
12億4,365万円
（18.7％）

の
水
道
」
の
実
現
に
向
け
て
取
り
組
ん
で
い

き
ま
す
。下

水
道
事
業
会
計

　

下
水
道
事
業
で
は
、
公
共
下
水
道
事
業
、

集
落
排
水
事
業
、
浄
化
槽
事
業
を
運
営
し
て

い
ま
す
。

　

28
年
度
は
、
全
事
業
及
び
地
域
で
使
用
料

単
価
を
統
一
す
る
た
め
の
使
用
料
改
定
を
行

い
ま
し
た
。
ま
た
、
昨
年
度
受
入
資
金
の
科

目
変
更
に
伴
う
特
別
利
益
な
ど
に
よ
っ
て
、

収
益
的
収
支
で
11
億
５
、
２
１
９
万
円
の
純

利
益
を
計
上
し
ま
し
た
。

　

資
本
的
収
支
で
は
茅
原
北
土
地
区
画
整
理

事
業
に
合
わ
せ
た
新
規
拡
張
を
は
じ
め
、
公

共
下
水
道
事
業
で
の
汚
水
、
雨
水
施
設
の
新

設
、
羽
黒
中
央
処
理
場
の
供
用
開
始
に
伴
う

農
業
集
落
排
水
事
業
で
の
施
設
整
備
等
を
行

い
、
18
億
５
、
３
９
４
万
円
の
赤
字
（
繰
越

財
源
除
く
）
と
な
り
ま
し
た
が
、
こ
の
不
足

分
は
、
損
益
勘
定
留
保
資
金
な
ど
で
補
填
し

ま
し
た
。

　

下
水
道
事
業
は
施
設
規
模
が
大
き
く
、
維

持
管
理
に
も
経
費
が
か
か
り
ま
す
が
、
鶴
岡

浄
化
セ
ン
タ
ー
の
消
化
ガ
ス
売
却
や
農
業
集

落
排
水
処
理
施
設
の
統
廃
合
な
ど
を
進
め
、

収
支
の
改
善
に
取
り
組
ん
で
い
き
ま
す
。
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環
境
に
配
慮
し
古
紙
再
生
紙
と
植

物
油
イ
ン
キ
を
使
用
し
て
い
ま
す

鶴岡市の財政・決算及びこの特集について、詳しくは本所財政課へ
☎25‐2111内線331　　zaisei@city.tsuruoka.lg.jp

ユネスコ食文化創造都市インバウンドプロモーション事業
　パリにあるユネスコ本部で開催された創造都市国際交流
事業展示会に出展し、本市の菓子文化や出羽三山の精神文
化など多様な食文化をＰＲするとともに、パリ市内の飲食
店で観光旅行代理店等に精進料理を提供するなど、食文化
を生かした観光プロモーションを実施しました。

羽黒庁舎改築事業【羽黒地域】
　消防署羽黒分署と図書館羽黒分館を併設した新羽黒
庁舎が完成。地域活性化・観光振興等の推進及び地域
防災の拠点としての役割を果たしながら、新たな地域
づくりを進めていきます。

湯殿山スキー場ゲレンデ整備車購入【朝日地域】
　ゲレンデの面積が大きく、林間コースが入り組んだ
構造をしている同スキー場の整備に、より適した車両
を購入。これまで以上に安全で効率的な作業を行い、
スキー客等を迎えます。

能楽青年交流事業【櫛引地域】
　首都圏にある大学の能楽サークルの合宿誘致を支援。
黒川能役者と学生が相互に仕舞いを披露するなど、地
域や世代を越えて交流しました。

森林環境教育推進事業（鼠ヶ関小の森林教室）【温海地域】
　児童が地元の森・川・海のつながりについて学ん
だ後、全国豊かな海づくり大会を盛り上げようと、
あつみ杉のプランターカバーを作りました。

東洋大学社会学部「庄内藤島調査」10周年記念講演会【藤島地域】
　藤島地域を中心に行われてきた東洋大学社会学部
「庄内藤島調査」が10周年を迎え、同大学講師の阿部
英之助氏による講演や学生によるリレートークが行わ
れ、地域活性化について活発な意見が出されました。

平成28年度
実施事業

　平成28年度に実施した事業の一部
を写真で紹介します。


